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　環境報告書は、今年で5回目の発行となります。本報告書では、東
京エレクトロングループの2003年度の環境・健康・安全への取り組み、
社会貢献活動の成果についてご理解いただくため、読みやすさ、わ
かりやすさを第一にこころがけて作成いたしました。また、社長自らの
ことばで当社グループのCSR（企業の社会的責任）についての考え
方を示しております。この報告書を通じて、当社グループとかかわるす
べての方 と々のコミュニケーションをさらに充実させていきたいと思っ
ています。今後の編集方針に反映させたいと考えていますのでご意見、
ご感想をぜひお寄せください。 
　作成にあたっては、環境省の「環境報告書ガイドライン2003年版」
と国際的なガイドラインの策定を行う組織であるGRI（Global  
Reporting Initiative）のガイドライン「サステナビリティ・リポーティン
グ・ガイドライン2002年版」を参照しました。 
 
 
 
対象組織： 東京エレクトロングループ 

＜国内主要拠点＞ 
東京エレクトロン（株）、東京エレクトロンAT（株）、東京エレクトロン九州（株）、 
東京エレクトロンソフトウェア・テクノロジーズ（株）、東京エレクトロンFE（株）、 
東京エレクトロンデバイス（株）、東京エレクトロンBP（株）、 
東京エレクトロンエージェンシー（株） 

＜米国主要拠点＞ 
Tokyo Electron U.S. Holdings, Inc.、Tokyo Electron America, Inc.、 
Tokyo Electron Massachusetts, LLC.、 
TEL Technology Center, America, LLC.、 
Supercritical Systems, Inc.、Timbre Technologies, Inc. 

＜欧州主要拠点＞ 
Tokyo Electron Europe Ltd.、Tokyo Electron Italia S.p.A.、 
Tokyo Electron Deutschland GmbH、 
Tokyo Electron Nederland B.V.、Tokyo Electron Ireland Ltd.、 
Tokyo Electron Israel Ltd.、Tokyo Electron France S.A.R.L. 

＜アジア主要拠点＞ 
Tokyo Electron Korea Ltd.、Tokyo Electron Taiwan Ltd.、 
Tokyo Electron （Shanghai） Ltd.、 
Tokyo Electron （Shanghai） Logistic Center Ltd. 

（2004年8月現在の社名） 

 
対象期間： 2003年4月1日～2004年3月31日 
対象分野： 環境経営に関する側面および企業の社会貢献活動などの 
 　　　　 社会経済的な側面 
なお、環境報告書は今後も継続的に毎年発行していく予定です。 
 

編集方針 

対象範囲 

標準環境安全センター（環境安全推進センター）設置 
装置安全分科会（東京エレクトロングループ装置EHS技術
委員会）発足 
環境分科会（東京エレクトロングループ環境安全推進委員
会）発足 
相模事業所ISO14001認証取得 
東北事業所ISO14001認証取得 
佐賀事業所ISO14001認証取得 
熊本・合志事業所ISO14001認証取得 
山梨事業所ISO14001認証取得 
「東京エレクトロングループの環境に関する基本理念／方針」
を制定 
「東京エレクトロングループの安全／健康に関する基本理
念／方針」を制定 

「安全第一について」を制定 
大津事業所ISO14001認証取得 
経営理念に「安全と健康と環境について」の項目を追記 
環境会計の導入 
統一安全教育システム「Safety2000」導入 
「環境報告書」発行開始 
製品のLCA開始 
グリーン調達の導入 
ISO14001未取得事業所に対する環境教育の導入 
ISO14001ベースの独自の環境マネジメントシステム
TEL Eco-Activity 運用開始 
鉛フリータスクチーム活動開始 
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